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「家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査 全国試験調査」の 

結果（速報値）について（お知らせ） 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

１．調査の趣旨について 

我が国の CO2排出量は 1990 年度から大幅に増加している一方で、2030 年度の削減目標

では 2013 年度比で総排出量を 26％削減することとしており、特に家庭部門は約４割削

減する見通しを立てていることから、効果的な削減対策の実施が喫緊の課題となってい

ます。 

環境省では、家庭からの CO2排出実態やエネルギー消費実態等を詳細かつ継続的に把

握し、削減対策の検討等に幅広く活用すること等を目的として、政府統計の整備に向け

た検討を進めており、平成 24～25 年度には統計法に基づく一般統計調査として、関東甲

信地方及び北海道地方の約 3,200 世帯を対象とした試験調査を実施しました。 

この度、試験調査等の結果を踏まえ、本格調査の実施に向けた課題の抽出や統計調査

の設計等の最終的な検証を行うため、26 年 10 月から 27 年９月まで、一般統計調査とし

て全国 10 地方の約 16,000 世帯を対象とした全国試験調査を実施し、その結果（速報値）

をとりまとめました。 

 

２．全国試験調査の概要について 

（１） 調査の名称：家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査 全国試験調査 

（２） 調査方法：「住民基本台帳からの無作為抽出による調査員調査」と、 

「インターネットモニター調査」の２方法による調査 

（３） 調査期間：平成 26 年 10 月～27 年９月 

（４） 調査対象：全国 10 地方の一般世帯 

（５） 調査世帯数：16,402 世帯 

（調査員調査 8,802 世帯、インターネットモニター調査 7,600 世帯） 

（６） 集計世帯数：11,632 世帯 

（調査員調査 5,995 世帯、インターネットモニター調査 5,637 世帯） 
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環境省では、家庭からの CO2排出実態を把握し、削減対策の検討等に幅広く活用するこ

と等を目的として、政府統計の整備に向けた検討を進めています。 

この度、平成 26 年 10 月から 27 年９月まで、統計法に基づく一般統計調査として、全国

10 地方の約 16,000 世帯を対象とした全国試験調査を実施し、その結果（速報値）をとり

まとめましたので、お知らせいたします。 
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（７） 調査項目：属性事項（世帯属性、住宅属性、機器使用状況、車両使用状況、省エネ

ルギー行動実施状況等）、エネルギー使用量等（電気・ガス・灯油・ガ

ソリン・軽油。12 か月間連続） 

（８） 詳細資料：速報値の詳細等は、以下の環境省ホームページをご覧ください。 

URL：http://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghg/kateitokei.html 
 

３．全国試験調査の主な結果（速報値）について（統合集計：参考値。図は添付資料参照） 

○ 政府統計としては初めて全国規模で家庭からの CO2排出実態等を把握しました。 

 電気・ガス・灯油の使用に伴う CO2排出量は世帯当たり年間約 3.5 トンで、電気
からが約７割、ガスからが約２割、灯油からが約１割を占めていました（図１）。 

 自動車用燃料（ガソリン・軽油）の使用に伴う CO2排出量は、世帯当たり年間約
1.3 トンでした（図５）。 

○ 用途別の CO2排出量の内訳を推計しました。 

 電気・ガス・灯油の使用に伴う CO2排出量のうち、照明・家電製品等が約５割、
給湯と暖房がそれぞれ約２割を占めていました（図２）。 

○ 住宅の建て方別や地方別等の CO2排出量を推計しました。 

 戸建住宅の世帯の CO2排出量は集合住宅の世帯に比べて約２倍であり、特に暖房
による排出量は約３倍と大きな差がみられました（図３・４）。 

 全国 10 地方の中で、世帯当たりの CO2排出量が最も多いのは北陸地方、最も少
ないのは関東甲信地方でした。気候・住宅の建て方・世帯類型の違いや使用電

力量1kWh当たりのCO2排出量（CO2排出係数）の差等が影響していました（図６）。 

 世帯当たりのエネルギー消費量が最も多いのは北海道地方、最も少ないのは沖
縄地方でした（図７）。 

○ 暮らし方の違いによる１人当たり CO2排出量の違いが分かりました。 

 世帯人数が多くなるほど１人当たり CO2排出量は少なくなり、例えば戸建住宅の
４人世帯の１人当たり CO2排出量は、単身世帯の約半分でした（図 10・11）。 

 単身世帯では、戸建住宅の CO2排出量は集合住宅の排出量より多く、約 1.6～1.8
倍であることが分かりました（図 12・13）。 

○ 省エネ行動の実施率が高い世帯ほど CO2排出量が少なく、削減可能性が分かりました。 

 省エネ行動の実施率が「80％より大きく 100％以下」の世帯は、全体の平均より
約 10～15％CO2排出量が少なく、削減可能性が分かりました（図 17・18）。 

 

４．今後の予定について 

全国試験調査の最終的な結果や統計表（確報値）等は、環境省ホームページ、政府統

計の総合窓口（e-Stat）等で、28 年６月頃に公表する予定です。 

また、全国試験調査の結果等を踏まえ、本格調査の最終的な設計等を行い、29 年度か

ら本格調査を実施する予定です。 
 

５．添付資料 

○ 家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査 全国試験調査の結果（速報値）の概要 

※添付資料は、次の URL をご参照ください。http://www.env.go.jp/press/index.html 



 

3 

家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査 

全国試験調査の結果（速報値）の概要 
 

１ 調査の目的 
本調査は、家庭からの二酸化炭素排出量の効果的な削減対策の推進や立案、削減

計画の策定などの基礎資料となる統計調査を創設するにあたり、その全国規模での

試験的な調査として、家庭における詳細な二酸化炭素排出実態を把握して、当該統

計調査の設計の検討に資する基礎資料を得ることを目的とした。 

 

２ 調査の対象と選定方法 
地域 （１）

全国 

 

属性 （２）

専用住宅に居住する主世帯 

（注）専用住宅とは居住の目的だけに建てられた住宅で、店舗、作業場、事務所など業務に使用するため

に設備された部分がない住宅をいう。定義は総務省「住宅・土地統計調査」に基づく。 

 

調査世帯数 （３）

16,402 （母集団世帯数：48,281,000） 

（注）母集団世帯数は専用住宅に居住する主世帯数（平成 20 年「住宅・土地統計調査」） 

 

選定の方法 （４）

本調査では、住民基本台帳からの無作為抽出と、インターネット調査モニター

からの選定の２つの方法によって調査対象世帯を選定した。 

 

ア 住民基本台帳から抽出された世帯（調査員調査） 

調査市区町村を定めた上で、市区町村が管理する住民基本台帳から 8,802 世帯

（報告者は原則 20 歳以上）を系統抽出法によって選定した。 

 

イ インターネット調査モニターの世帯 

民間事業者が保有するインターネット調査モニター（20歳以上）から 7,600 世

帯を選定した。 

 

３ 調査事項 
次に掲げる事項等を調査した。 

 

① 月別の CO2排出量を推計するためのエネルギー使用量等について（電気、ガス、
灯油、ガソリン、軽油） 

② 太陽光発電について（月別の発電量、売電量、太陽電池の総容量） 
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③ 世帯について（世帯員、平日昼間の在宅者、世帯年収） 
④ 住宅について（建て方、建築時期、所有関係、延床面積、居室数、二重サッシ・
複層ガラスの有無） 

⑤ 家電製品等について（テレビ・冷蔵庫・エアコン等の使用状況、家電製品に関
する省エネ行動、使用場所毎の照明種類、照明に関する省エネ行動） 

⑥ 給湯について（給湯器の種類、冬と夏の入浴状況、入浴やお湯の使用に関わる
省エネ行動の実施状況） 

⑦ コンロ・調理について（コンロの種類、用意する食事の数、調理に関する省エ
ネ行動） 

⑧ 車両について（自動車等の使用状況、燃料の種類、排気量、実燃費、使用頻度、
年間走行距離、自動車に関する省エネ行動） 

⑨ 暖房機器について（保有状況、使用状況） 
 

４ 調査時期 
エネルギー使用量調査票 （１）

平成 26年 10 月から平成 27年９月までの毎月（12 か月間） 

 

冬季調査票 （２）

平成 27 年３月末時点 

 

世帯調査票 （３）

平成 27 年８月末時点 

 

５ 調査の方法 
調査員調査 （１）

対象： 住民基本台帳から抽出された世帯 

配布： 調査員による訪問で調査票を配布 

回収： 調査員による訪問または郵送もしくは専用回答画面（オンライン） 

で調査票を回収 

調査体制： 環境省－民間事業者－調査対象世帯 

 

インターネットモニター調査 （２）

対象： インターネット調査モニターの世帯 

配布： インターネット経由で調査票を配信 

回収： 専用回答画面（オンライン）で調査票を回収 

調査体制： 環境省－民間事業者－調査対象世帯 
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６ 集計世帯数 
調査員調査 （１）

5,995 世帯 

インターネットモニター調査 （２）

5,637 世帯 

 

７ 利用上の注意 
① 本調査では調査員調査、インターネットモニター調査に加え、参考値として
両調査を統合した集計（以下、「統合集計」という。）を行った。なお、本資

料では、参考値ではあるものの、集計結果が母集団に最も近いと考えられる

統合集計結果を主に掲載している。 

② 本資料は速報値であり、今後公表予定の確報値で改訂される場合がある。な
お、確報値等は、環境省ホームページ、政府統計の総合窓口（e-Stat）等で、

平成 28 年６月頃に公表する予定である。 

③ 本資料の構成比の内訳を合計しても四捨五入の関係で 100％とならない場合
がある。 

 

８ 結果の概要 
調査方法別の結果 （１）

世帯当たりの年間 CO2排出量（電気、ガス、灯油の合計）は、調査員調査では

約 3.7 トン、インターネットモニター調査では約 3.3 トン、統合集計では約 3.5

トンである。電気の使用に伴う排出が約７割、ガスの使用に伴う排出が約２割、

灯油の使用に伴う排出が約１割を占めている。 

用途別にみると、照明・家電製品等が排出量の約５割を占め、給湯と暖房がそ

れぞれ約２割を占めている。 

 

 
図１ 調査方法別世帯当たり年間エネルギー種別 CO2排出量（全国） 
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図２ 調査方法別世帯当たり年間用途別 CO2排出量（全国） 

 

 

主な調査結果（統合集計：参考値） （２）

ア 建て方別の結果 

 建て方別に CO2排出量を比較すると、戸建住宅の世帯では集合住宅の世帯の約

２倍である。戸建住宅の世帯では集合住宅の世帯に比べ世帯人数が多く、住宅の

延べ床面積が大きいことなどが影響していると考えられる。 

建て方別に用途別 CO2排出量を比較すると、戸建住宅の世帯では集合住宅の世

帯に対し、暖房が約３倍、給湯が約２倍となっている。 

 

 
図３ 建て方別世帯当たり年間エネルギー種別 CO2排出量（全国） 
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図４ 建て方別世帯当たり年間用途別 CO2排出量（全国） 

 

 

自動車用燃料からの世帯当たりの年間 CO2排出量は約 1.3 トンであり、大部分

がガソリンである。 

戸建住宅の世帯の排出量は集合住宅の世帯の約２倍であり、自動車の使用台数

や使用頻度に差があることなどが影響していると考えられる。 
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図５ 建て方別世帯当たり年間自動車用燃料種別 CO2排出量（全国） 
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イ 地方別の結果 

地方別に世帯当たりの年間 CO2排出量を比較すると、北陸が最も多く、関東甲

信が最も少ない。気候・住宅の建て方・世帯類型の違い等が影響している。 

 

 
図６ 地方別世帯当たり年間エネルギー種別 CO2排出量 

(注)電気の CO2排出係数は各一般電気事業者の実排出係数（2014 年度値） 

 

 

地方別に世帯当たりの年間エネルギー消費量を比較すると、北海道が最も多く、

沖縄が最も少ない。CO2排出量との傾向の違いは、主に電気が全体に占める割合と

使用電力量 1kWh 当たりの CO2排出量（CO2排出係数）の地方間での差による。 

 

 
図７ 地方別世帯当たり年間エネルギー種別消費量 

(注)電気の熱量換算係数は 1kWh 当たり 3.6MJ 
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気候などの違いにより、用途別 CO2排出量には暖房・冷房を中心に地方間の差

がみられる。 

 

  
図８ 地方別世帯当たり年間用途別 CO2排出量 

 

 

地方別に自動車用燃料からの世帯当たりの年間 CO2排出量を比較すると、関東

甲信、近畿の排出量が少ない。これらの地方では自動車使用台数や使用頻度が少

ないことなどが影響していると考えられる。 

 

1.50
1.92

0.93
2.09

1.66
1.01

1.78
1.63

1.59
1.70

1.31

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

北海道

東北

関東甲信

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

全国

[t-CO2/世帯・年]

ガソリン 軽油

 
図９ 地方別世帯当たり年間自動車用燃料種別 CO2排出量 
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ウ 世帯人数と CO2排出量 

世帯人数別の CO2排出量を比較すると、世帯人数の増加に伴い排出量が増加す

る傾向がみられる。一方で、１人当たり CO2排出量を比較すると、世帯人数が多

い世帯ほど排出量が少ない。例えば、戸建住宅の４人世帯の１人当たり CO2排出

量は、単身世帯の約半分である。 

 

 

 

図 10 建て方別世帯人数別世帯当たり年間エネルギー種別 CO2排出量（戸建） 

（注）括弧内の数値は１人当たり CO2排出量 

 

 

 
図 11 建て方別世帯人数別世帯当たり年間エネルギー種別 CO2排出量（集合） 

（注）括弧内の数値は１人当たり CO2排出量 
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エ 世帯類型と CO2排出量 

同じ世帯類型で建て方別に CO2排出量を比較すると、戸建住宅の世帯の排出量

は集合住宅の世帯より多い。例えば単身世帯では、戸建住宅の世帯の排出量は集

合住宅の世帯に比べて約 1.6～1.8 倍である。 

また、世帯類型別の CO2排出量を比較すると、高齢世帯の排出量が若中年世帯

よりやや多い傾向がみられる。 

 

 

 
図 12 建て方別世帯類型別世帯当たり年間エネルギー種別 CO2排出量（戸建） 

 

 

 
図 13 建て方別世帯類型別世帯当たり年間エネルギー種別 CO2排出量（集合） 

 

2.73

2.71

3.99

3.92

4.96

4.71

5.38

4.43

0 1 2 3 4 5 6

単身・高齢

単身・若中年

夫婦・高齢

夫婦・若中年

夫婦と子・高齢

夫婦と子・若中年

その他

戸建全体

[t-CO2/世帯・年]

電気 都市ガス LPガス 灯油

1.66

1.48

2.78

2.56

3.48

3.31

2.97

2.29

0 1 2 3 4 5 6

単身・高齢

単身・若中年

夫婦・高齢

夫婦・若中年

夫婦と子・高齢

夫婦と子・若中年

その他

集合全体

[t-CO2/世帯・年]

電気 都市ガス LPガス 灯油



 

12 

オ CO2排出量の季節変化 

CO2排出量を月別に比較すると、暖房や給湯の需要が増加する冬季の排出量が多

く、1月が最大である。夏季にも冷房需要により排出量がやや増加する。 

 

 
図 14 世帯当たり月別エネルギー種別 CO2排出量 

 

 

カ CO2排出量の世帯分布 

地方により気候が異なることや世帯類型の違いなどにより、年間 CO2排出量に

ばらつきがみられる。戸建住宅の世帯では排出量が３～４トンの世帯が最も多く、

集合住宅の世帯では２～３トンの世帯が最も多い。 

 

 

図 15 建て方別世帯当たり年間 CO2排出量（電気・ガス・灯油の合計）の世帯分布 
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キ 省エネルギー行動の実施状況と CO2排出量 

省エネルギー行動（18項目）の実施状況をみると、行動ごとに実施状況にはか

なりの差がみられる。 

 

 

図 16 省エネルギー行動の実施状況  
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省エネルギー行動実施率別に世帯当たりの年間エネルギー種別 CO2排出量を比

較すると、戸建住宅の世帯では実施率が高い世帯ほど排出量が少ない。集合住宅

の世帯では、実施率が 20％以下の世帯を除き、実施率が高い世帯ほど排出量が少

ない。省エネルギー行動の実施率が「80％より大きく 100％以下」の世帯は、全

体の平均よりも約 10～15％CO2排出量が少なく、省エネルギー行動による削減可

能性がみとめられる。 

（注）「省エネルギー行動実施率」は 18項目のうち「該当しない」及び不明を除く項目

数に対する実施数の割合。 

 

 
図 17 建て方別省エネルギー行動実施率別世帯当たり年間エネルギー種別 

CO2排出量（戸建） 

 

 
図 18 建て方別省エネルギー行動実施率別世帯当たり年間エネルギー種別 
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